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図－1 外部電源方式による電気防食模式図 

対極
（カーボン）

プローブ

エアモルタル

水道水

電流印加装置
（ガルバノスタッド）

防食電流

参照電極
（飽和塩化銀電極）

 
図－2 電気防食試験の模式図 

表－1 エアモルタル配合（試験ケース）※試験結果も標記 
電気防食試験結果

石灰石
微粉末

フライ
アッシュ

W C LP FA

A 70 52 35 0 157 106 196 0 なし 27

B 70 56 50 0 163 146 146 0 なし 33

C 70 56 50 25 161 144 108 36 なし 50

D 70 56 50 50 160 143 71 71 あり 66

E 70 56 50 100 157 140 0 140 あり 98

F 60 56 50 20 226 202 162 40 あり 66
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１．はじめに 

シールド工法や推進工法などの非開削工法でガスパイプラ

インのトンネルが構築される場合、エアモルタルなどが中詰め

材として充填される場合が多い。この場合、ガス管の防食には、

外部電源からエアモルタルを介して防食電流を供給する手法

が採用されており、近年ではガス管にプローブを設置して防食

電流密度を測定・管理するケースが増えている（図-1）。しか

し、エアモルタルの配合によっては、経年的に防食電流を流し

続ける過程でプローブ表面に「エレクトロコーティング」と呼ばれる固着物が生成され、正しいプローブ電流密度

が把握できなくなることが懸念されている。そこで、本研究では、エレクトロコーティングの生成の可能性につい

て、施工前（配合検討時）に判定することを目的に、電気防食試験および化学分析等による検討を行った。 

２．試験概要 

（１）電気防食試験 

図－2に電気防食試験 1）の模式図示す。本試験は、エアモルタルにプロ

ーブを埋め込んだ試験体（φ300mm×h300mm）に、外部から電流印加装置

を用いて一定電流を流すことにより、外部電源方式による電気防食状況を

再現したものである。本検討では、材齢 28 日後の試験体に一定の電流密

度（4mA/cm2）を流し続け、90日間電位の変化を計測した。 

（２）配合 

表－1に、試験に供したエアモルタルの配合を示す。本試験では、①水

粉体比 W/(C+P)、②フライアッシュ置換率および③空気量を水準とした。 

２．試験結果および分析 

（１）電気防食試験 

電気防食試験の結果を図-3 に示す。図より、配合 A、B、C は通電開始から 90 日まで電位が一定であったのに対

し、配合 D、E、Fは通電開始から 20日程度で電位がマイナス（卑）側にシフトし始め、プローブ表面の抵抗が高く

なる傾向が認められた。 

（２）試験体の観察 

試験体の観察状況を写真-1 に示

す。90 日間の通電終了直後に試験

体を割裂し、プローブ周辺を観察

したところ、これまでの報告 1）に

あったような固着物は確認されず、

むしろ軟化していた。また、フェ

ノールフタレインを噴霧したとこ
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表－2 固相元素濃度分析結果（配合 B、F を例に） 

No. 

酸化物 

B（電位変化なし） F（電位変化あり） 

① ② ③ 通電前 ① ② ③ 通電前 

CaO 73.38 77.05 77.81 79.82  58.36 68.63 69.34 69.98  

SiO2 11.04 14.79 14.93 13.09  12.93 20.58 20.09 19.41  

Al2O3 2.55 3.53 3.33 2.80  3.47 5.33 5.26 5.03  

Fe2O3 1.94 2.02 2.05 2.14  2.49 2.78 2.75 2.91  

SO3 0.11 1.46 1.38 1.38  0.08 1.46 1.47 1.53  

TiO2 0.29 0.27 0.26 0.30  0.38 0.46 0.46 0.49  

K2O 9.78 0.70 0.07 0.32  21.97 0.52 0.39 0.45  

SrO 0.28 0.12 0.08 0.10  0.12 0.10 0.10 0.11  

ZnO N.D. 0.05 0.05 0.06  N.D. 0.06 0.05 0.06  

CuO N.D. N.D. 0.01 0.00  N.D. N.D. 0.01 N.D. 

ZrO2 0.02 0.02 0.01 0.00  0.03 0.02 0.03 0.02  

MgO N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. 0.11  

 単位：Wt% 

  

写真-1 試験体観察状況（通電終了直後に割裂） 

（①：プローブ位置、②プローブから 5cm、③プローブから約 15cm） 

脱色現象（全試験体に共通） 硬化体の色むら（C,D,E,F） 

①  
②  

③  プローブ埋込み箇所 

 

 
図－3 電気防食試験結果（電位の経時変化） 

ろ、噴霧直後は断面全体が赤色に染色されたが、プローブ周辺

はすぐに脱色されてしまった。これは、通電に伴うアルカリ

（NaOHや KOH）がプローブ近傍に集積し、硬化体中の C-S-H相

に含まれる珪酸塩が、溶解性の珪酸塩に変質するという過去の

知見 2）と同様の現象であった。よって、前述のプローブ周辺の

脱色現象は、アルカリの集積により、フェノールフタレインの

呈色領域よりも pHが高くなったためと考えられた。 

（２）化学分析結果 

色むらが確認された硬化体の、写真-1に示す 3箇所（①～③）

から試料を採取し、エネルギー分散型蛍光 X 線元素分

析装置を用いて固相元素濃度分析を実施した。表-2に

配合 B、Fの分析結果を示す。エアモルタルを構成する

主な材料はセメント、石灰石微粉末およびフライアッ

シュであることから、CaO、SiO2、Al2O3、Fe2O3、SO3 の

含有量が多い結果であった。さらに、K2Oがプローブ近

傍ほど多くなっているのに対して、SiO2および SO3が少

なくなる傾向が確認された（①部）。これは、Kイオン

の集中による見かけの含有率の低下とノニオンの移動

によるものと考えられた。 

（３）配合による判定手法 

本検討では、電気防食によるエレクト

ロコーティング生成の可能性を、電気防

食試験で確認する前に机上検討で判定し、

配合選定に反映させることを試みた。こ

こで、既往の研究 1）では、Caイオン濃度

が多い配合にエレクトロコーティングの

生成事例が多いものの、Caイオン濃度が

少ない場合においても生成事例が認めら

れることから、単純に Caイオンのみに依

存しているものではないとしている。本

検討では、シリカ質を多く含むフライアッシュを用いた配合で電位の変化が認められたことから、エアモルタル中

の SiO2量に着目した。表-1 に示すように、配合から算出した SiO2が多いほど電位の変化が認められ、SiO2量もエ

レクトロコーティング生成の要因のひとつである可能性が示唆された。また、フライアッシュのほかに高炉スラグ

微粉末（もしくは高炉セメント）を使用した場合にエレクトロコーティングが生成しやすいという事例も報告され

ており、今後は高炉スラグ中の SiO2量も含めた知見の拡充が必要と考えられた。 

５．まとめ 

エアモルタルが中詰めされるガスパイプラインの電気防食における、プローブまわりのエレクトロコーティング

の生成の可能性について、施工前（エアモルタル配合選定時）に判定することを目的に、各種試験および分析によ

る検討を行った。その結果、SiO2量がエレクトロコーティング生成の要因のひとつであることが示された。 
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A，B，C：電位一定→抵抗変化なし 

D，E，F：電位変化→抵抗変化 

[通電条件] 

電流密度一定 

4mA/cm2 
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